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１．はじめに  

本稿では,寝屋川流域下水道 門真守口増補幹線(第１工区)下水管渠築造工事において,到達部既設管渠内作

業の資材運搬を効率的に行うため,電動モノレールを導入した事例を報告する. 

 

２．工事概要  

 本事業は,門真市及び守口市における現在供用中

の下水管の排水能力不足を補うため増補幹線を築

造し,大雨による浸水の発生を抑えることを目的と

している.工事区間は,守口市大久保町から門真市速

見町までの約1.9kmであり,主に府道八尾茨木線の地

下約18m～20mの位置へシールド工法にて内径φ4.2m

の下水管を築造するものである.また,供用中の既設

流域下水道管との接続には,分水人孔を設け,既設管

の排水能力を超える雨水を増補幹線に流す.到達部

は,凍結工法により地盤改良を行い,既設幹線門真寝

屋川（二）増補幹線(内径φ6.25m)へ接続する. 

 

３．導入背景  

 シールド到達部である門真寝屋川(二)増補幹線は

供用中の管渠であり,接続前の準備工として,雨水の

流入を防止する鋼製隔壁の設置及び開口補強工を実

施する必要があった.施工期間は,乾期である 11 月か

ら 4 月までと限られており,6 箇月間で準備工をすべ

て完了させる必要があった. 

到達部への資機材搬入は深さが約 25m,資材投入開

口（寸法が□1.4m×2.0m）が 2 箇所である既設人孔(古

川人孔)のみであり,立坑下から到達部までの距離は

約 200m であった.さらに,既設管渠内での運搬である

ため内燃機関ではない運搬設備を導入する必要があ

った. 

これらの要因から,分割して投入可能かつ,設置撤

去が容易な電動モノレールを導入することとした. 

図 1 に到達部概略図を示す. 
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表 1 工事概要 

図 1 到達部概略図 
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４．電動モノレール仕様 

 今回,導入した電動モノレールの仕様を表 2に示す. 

電動モノレールは,動力部と荷台部を 2 分割できる構造であ

る.レールは既設管渠に建地単管(φ48.6mm)をアンカーにて固

定し,レール部材を組立して敷設した. 

５．施工状況 

 レール敷設状況を写真 1 に示す.レールは古川人孔側から順に敷設し,設置完了した区間を利用して電動モ

ノレールにて資材を運搬しながら延長した.今回,レール敷設延長：200m を 10 日間で設置完了した(作業員数：

5 名). 

 電動モノレール資材運搬状況を写真 2 に示す.電動モノレールは時速約 3km/h(今回,片道 200m を 5 分)で走

行する.最大積載荷重は 1800kg であり,長さ 2.5ｍの部材まで運搬を行った.連続走行は,4.5 時間可能であり,

充電切れによる作業への支障は生じなかった. 

安全性については,電動モノレールはレール上を走行するため,安全通路・手摺を設けることで運搬中の機

械と人の分離を実施することで,確保することができた.さらに電動モノレールに,レーザーセンサーを装備さ

せて人/物を検知することで自動停止できる装置(図 2)を搭載した.これにより,荷受場所となる発進部・到達

部における接触災害を防止した. 

 

６．まとめ  

通常,モノレールは,設置の容易さや柔軟なレール配置

が可能であることから山間部工事・森林工事などで使用

される事例が多い. 

今回,既設管渠内で使用するため,動力をエンジン式か

ら電動バッテリー式へと変更して既設管渠内の資材運搬

に導入したが,モノレール特有の簡易性や柔軟性が十分

に活かされるとともに,CO2 を排出させない仕様を導入し

た結果,効率化とともに作業環境を良好に保つことも可能

となった. 

今後も引き続き,内燃機関を使用できない供用中の管渠内や狭隘箇所での資材運搬を要する工事において,

電動モノレールは非常に有効な運搬機械として利用可能であると考える. 
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表 2 電動モノレール仕様 

写真 1 レール敷設状況 写真 2 モノレール資材運搬状況 

図 2 レーザーセンサーによる自動停止システム 
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